




るおそれがあることから、避難先の調整にあたっては、まず木曽岬町の地区ごとに避

難対象人数を把握しました。また、受入側であるいなべ市および東員町の収容可能な

避難施設について、風水害での被災リスクを考慮しながら受入候補となる施設を洗い

出し、収容可能人数の把握を行いました。 

④ 「桑員地域広域避難実施要領」≪地震・津波編≫のたたき台を提示し、検討してい

くこととしました。 

⑤  平成 28(2016)年度以降の取組について、確認しました。 

 

（６）取組成果 

① 第２回検討会議にて、「桑員地域広域避難実施要領」≪風水害編≫として策定しま

した。これにより風水害時において広域避難を実施する場合の各関係機関が担う役

割等についてマニュアル化できました。 

② いなべ市および東員町の風水害時の被災リスクを考慮して洗い出した受入可能施

設に木曽岬町の地区ごとに全町民を割り当てることができ、木曽岬町が広域避難を実

施する必要が生じた場合の受入態勢について確認しました。 

③ 広域避難後、避難が長期化した場合の対応について、応急仮設住宅の建設に関する

勉強会を実施しました。 

④ 災害時の広域連携については、これまで任意の担当者会議で検討してきましたが、

今後、より具体的な広域避難方策や、さらなる防災対策上の課題について協議・検討

するため、平成 27(2015)年 11月に桑員地域２市２町の防災担当課および桑名地域防

災総合事務所で構成する「桑員地域防災対策会議」を設置しました。 

 

（７）今後の方針 

平成 27(2015)年度の取組・検討結果をふまえ、平成 28(2016)年度も引き続き、より

効果的な集結場所の検討や、受入市町までの避難経路や誘導のあり方などを整理すると

ともに、管内２市２町と県で連携可能な業務や必要な情報の共有等について検討を行い、

課題解決に向けて取り組んでいきます。 

 

（８）取組に対する自己評価 

目標に対する取組成果がおおむね発揮されました。 
（判断理由等） 

昨年度実施した桑員地域広域避難訓練の検証結果をふまえ、広域避難時の手順等を「桑員地域

広域避難実施要領」≪風水害編≫として整理することができました。 

また、木曽岬町の避難者について、いなべ市および東員町で収容可能であることが確認できた

ことは、広域避難の実現に向けて一定の成果となりました。 

 

 

桑名② 「サイクルツーリズム（自転車を活用したまちづくり）」について 

（１）取組目標 

いなべ市内では整備された道路や豊かな自然景観など、サイクリングに適した環境を

活かして、自転車をとおした観光・交流事業を実施し、いなべ市の魅力をより多くのサ

イクリストに知っていただく活動を行います。 

また、いなべ市民自身が地域に魅力を感じ、また、市民が主体的に参画することによっ

て、おもてなしや交流を通じた地域の活性化、新たにサイクリングに親しむ市民が増加

することによる健康のまちづくりをめざします。 

 





一般観光客にもいなべ市の魅力をアピールし、消費行動につながるような編集を行い

ました。また、サイクルマップにはツアー・オブ・ジャパンの動画などをスマートフォ

ン専用ＡＲアプリからも閲覧できるよう工夫しました。 
② 案内表示板の設置等 

●いなべを訪れたサイクリストの利便性を高めるとともに、ニーズ把握を行うため

のＱＲコード（アンケート回答用紙添付）を貼付したサイクルラックを市内の飲食店

に追加設置（16→20か所）しました。 

●また、ツアー・オブ・ジャパンのコースほか、ツーリングに適した道路にサイク

リスト歓迎看板や距離表示看板を設置し（22か所）、訪れたサイクリストへのおもて

なしや走りやすい環境を整備しました。 

●サイクリストの動向把握を行うため、市内の主要道路でスポーツ自転車の交通量

調査を実施しました。（11月１日） 

③ イベント開催 

●大型ショッピングセンターで開催された「健康づくりフェア」（９月18日から９

月23日）に参画し、ツアー・オブ・ジャパンのパネル展示や子どもを主な対象とした

自転車の安全教室を開催し、安全運転の啓発を行いました。【地域おこし協力隊による

活動】 

●三重県サイクリング協会主催の「みえスポーツフェスティバル2015第39回三重県

サイクリング大会inいなべ」（10月25日）の運営に協力するとともに、コース途中の物

産・飲食店の紹介、温泉施設の利用など、消費行動を喚起するＰＲに努めました。【地

域おこし協力隊と連携】 

●大阪市で開催された「モンベルフレンドフェア」でサイクルトレーナー体験等の

ブース出展やアンケート調査を実施するとともに、三重県、滋賀県東近江市のブース

と連携したＰＲや交流ができました。また、自転車だけでなく、キャンプ、登山など

アウトドア全般について、いなべ市が多様な自然に恵まれた魅力ある地域であること

をサイクル観光マップの配布等によりＰＲしました。（来場者数：11月7､8日合計10,5

35人）【地域おこし協力隊と連携】 

●ツアー・オブ・ジャパン事前トークイベントを開催するとともに、キナンサイク

リングチーム主催のＡＡＣＡカップを誘致し（11月28､29日：延べ参加人数170人）、青

川峡キャンピングパークやいなべ市農業公園など施設の紹介にも努め、多くのサイク

リストおよび関係者との交流が促進され、平成28(2016)年度のＡＡＣＡカップの継続

開催が決定されました。 

④ 三重県地域づくり支援補助金の活用 

  サイクルマップの作成・配布、ホームページの充実、距離表示案内板の制作・設置

等、多様な観光資源に富んだいなべ市の魅力の発信を高めるとともに、サイクリスト

がより一層楽しめるようサイクルコースの環境整備につなげました。 

⑤ 「第19回ツアー・オブ・ジャパン いなべステージ」の誘致 

平成27(2015)年に引き続き、関係機関ほか地域住民や企業の協力のもと、自転車ロ

ードレースの国際大会「第19回ツアー・オブ・ジャパン」が、平成28(2016)年６月１

日（水）にいなべ市で第４ステージとして開催されました。 

⑥  地域おこし協力隊の採用と活動 

総務省の「地域おこし協力隊」の制度を活用し、「サイクルツーリズム」関係の隊



員２名を公募により採用し、情報発信、イベントの企画・運営、子ども向け自転車安

全教室の開催などについて、２名それぞれが役割分担しながら効果的な事業運営を実

施しました。 

 

【平成27年度の諸活動について】＊いなべ市提供 

  

  （H27.5.19 ツアー・オブ・ジャパン開催）  （H27.11.7､8 モンベルフレンドフェア出展） 

 

  
（H27.11．29 ＡＡＣＡカップ開催）    （サイクルマップ、サイクル観光マップ） 

 

（７）今後の方針 

サイクルツーリズムを推進する体制が構築され、ホームページやサイクルマップに

よるいなべ市の魅力発信や、案内看板などの設置によるサイクリストが走りやすい環境

の整備、また、各種イベントを通じて市民にサイクリングの魅力を感じていただけたこ

となど、一定の目的を達成できたことから、検討会議としては平成 27(2015)年度で終

了とします。 

なお、いなべ市ではこれまでの検討結果や取組の成果をふまえ、企業や団体と連携・

交流したサイクルイベントの継続開催、いなべ市の多様な自然・地域資源を活用したさ

まざまなイベントなどを通じて“いなべ”の魅力度向上と地域の活性化、定住・移住・

交流の促進に取り組んでいきます。 

 

（８）取組に対する自己評価 

目標に対する取組成果がおおむね発揮されました。 
（判断理由等） 









（３）現状および課題 

鈴鹿亀山地域は、製造業や農業が盛んであるとともに、豊かな自然や歴史・文化・

観光など多くの資源に恵まれています。 
また、新名神高速道路の建設など広域的な交通網の整備が進み、県内外の地域間交

流が一層促進される環境が整いつつあります。 
このため、地域の資源を生かした活力あるまちづくりを推進していくためには、豊

富な資源や魅力を地域が一体となって県内外へ一層積極的に発信していくことが望ま

れています。 
そこで、市や住民主体のさまざまな特色ある取組に対して、主体性と継続性を尊重

した連携・支援ができるような方策を検討していきます。 
 
（４）開催実績 

第１回 平成27年４月９日 第１回光太夫ネットワーク：昨年度末の取組結果について 

第２回     ６月８日 亀山市：亀山市薪能事業について 

第３回     ６月12日  鈴鹿墨新商品開発事業実行委員会：鈴鹿墨新商品開発事業について 

第４回     ６月17日 匠の里伊勢型紙フェスタ実行委員会：今年度の事業について 

第５回     ６月30日 亀山市：街道まつりについて 

第６回     ７月16日 第２回光太夫ネットワーク：光太夫のポストカードについて 

第７回     ７月24日 匠の里伊勢型紙フェスタ実行委員会：フェスタの開始時間、仕事場

拝見の職人について 

第８回     ８月26日 匠の里伊勢型紙フェスタ実行委員会：スタンプラリー、子ども向け

イベントについて 

第９回     ８月27日 第３回光太夫ネットワーク：コスズカ、白子街道ウォークについて 

第10回     10月１日 匠の里伊勢型紙フェスタ実行委員会：書道パフォーマンスについて 

第11回     10月７日 第４回光太夫ネットワーク：白子街道ウォーク、ふれあいフェスタ

わかまつでの光太夫啓発イベントについて 

第12回     10月21日 匠の里伊勢型紙フェスタ実行委員会：ミニコンサート（サクソフォ

ン＆ヴァイオリン）、来場者くじについて 

第13回      12月10日 第５回光太夫ネットワーク：白子街道ウォーク、ふれあいフェスタ

わかまつ、学校給食での取組結果について 

第14回 平成28年２月９日 第６回光太夫ネットワーク：白子高校ミュージカルでの光太夫啓発

活動について 

 

（５）検討状況 

  ①白子まちかど博物館、光太夫ネットワークの活動支援 

地域活性化・情報発信をめざす上記団体と連携して、以下の地域イベントへの協力

を検討しました。 

・近鉄ウォーク（平成 27(2015)年 11月８日） 

・コスズカⅤ（光太夫関係コスプレイベント）（平成 27(2015)年９月 21日） 

・白子街道ウォーク 2015（平成 27(2015)年 10月 24日） 

・ふれあいフェスタわかまつ 2015（平成 27(2015)年 10月 25日） 

・匠の里伊勢型紙フェスタ（平成 27(2015)年 11月７日、８日） 

・白子高校ミュージカルでの光太夫啓発活動（平成 28(2016)年２月 20 日） 

②亀山薪能事業 

市民の優れた芸術文化に触れる機会を創出し、伝統芸能の浸透や、市の文化振興に

つながる事業として、亀山薪能事業について取組内容の検討をしました。 

③東海道関宿街道まつり開催事業 

国の重要伝統的建造物群保存地区に選定されている関宿の町並み保存への意識の



向上とにぎわい創出をはかるため、市内外の方へ、市の歴史・文化等の魅力の発信に

ついて検討を行いました。 

④鈴鹿墨新商品開発事業 

鈴鹿市の伝統産業である鈴鹿墨について、主に書道や絵画に使用されていますが、

墨液の普及から墨を磨って書く人口が減少しています。そこで、新しい技術・商品の

開発や創意工夫に挑戦等、需要減少への対応について検討を行いました。 

 

（６）取組成果 

  ① 大黒屋光太夫関連の上記イベントに参加するとともに、各種イベント時に紅茶の

振る舞い、紅茶の日（11月１日）の鈴鹿市内小学校給食への紅茶メニューの導入、

コスプレイベントの開催など、地域資源を活用した活動を続け、大黒屋光太夫の啓

発をはかることができました。 

  ② 亀山薪能事業の実施を三重県地域づくり支援補助金の活用により支援することで、

薪能や、お茶席、俳句会等さまざまな文化に市民が触れる機会を提供できました。 

また、事業の実施に関連して、市民の能への理解や関心を深めるため、能楽師を招

聘して、市内小学校において実演を交えた体験型の事業や、公民館との連携により「能

が見たくなる講座」を実施し、幅広い年代の市民が事業に参加でき、地域の振興・活

性化につながる新たな文化の創出や将来に向けた人材育成を通じて、市の文化振興の

向上に貢献できました。 

③ 白子まちかど博物館の活動について、近鉄ウォーク、公民館イベント、伊勢型紙フェ

スタなど、種々の地域イベントと連携し、地域の魅力の再発見と活性化に協力すると

ともに、まちかど博物館の魅力もＰＲすることができました。 

④ 東海道関宿街道まつりでは、三重県地域づくり支援補助金を活用して亀山市にゆか

りのある伊勢亀山藩石川家をテーマとした大名行列や、開催30回目記念展示会の実

施によりまつりの歴史と関宿の移り変わりを見ていただくことができ、多くの市内

外の方へ歴史・文化の魅力を発信できました。 

⑤ 三重県地域づくり支援補助金を活用して四日市市の伝統的工芸品である四日市萬

古焼と連携して、墨池を開発しました。従来品である安価なプラスチック製と比較し

ても、磨った直後の品質を長く保つことができます。また、保存がきくことや、高級

感があること等、実際に利用する書道関係者のニーズともマッチしていることがわか

り、墨を磨って利用されるユーザーの需要開拓につなげることで、鈴鹿墨産地の維

持・発展に貢献できました。 

 

（７）今後の方針 

引き続き、地域活動に取り組む団体を支援し、他の団体との連携を進め、一体となっ 

て地域活性化を進めていくことができるよう、協力していきます。 

 

（８）取組に対する自己評価 

目標に対する取組成果が十分発揮されました。 
（判断理由等） 

数値目標を達成することができました。 

・イベント等を活用した地域の情報発信 ５回（数値目標３回以上） 
      地域づくりに取り組む団体が連携し、匠の里型紙フェスタ等のイベントの開催や、これら

イベントを活用した地域の情報発信を行うことができました。 
 
 







ど新たな魅力を活かしたイベントなどにおける連携や効果的な情報発信について検討 

しました。さらに、今後の活性化に向けた新たな連携の可能性について、意見交換を 

行いました。 

 
（６）取組成果 

森林セラピー基地を活かした取組については、平成 27(2015)年度に第４回目を迎え 

たノルディックウォーキング競技会（３月 県内外から約 40名参加）や清掃ウォーク 

など森林セラピーロードを活用したさまざまなイベントが行われるとともに、地域の 

ノルディックウォーキング団体の自主イベントが定期化するなど広がりを見せていま 

す。 

移住および二地域居住を推進する事業については、田舎暮らしアドバイザーによる 

相談会やＰＲ活動（４回）をはじめ、空き家見学と木工体験を組み合わせた企画、美 

杉の暮らしの魅力を体験できる「美杉の魅力発見塾」（26組 100名の参加）を実施する 

ことで、移住候補先としての関心が高まり、空き家情報バンクへの新規物件登録や利 

用者登録、契約も増加傾向となっています。 

ＪＲ名松線全線復旧のＰＲや映画のロケ地を活かした地域づくりについては、地元 

のまちづくり団体の皆さんとの連携により「美杉なあなあまつり」が行われるなど、 

県内外に向けた美杉地域の新たな魅力のＰＲにつながりました。 

このような地元団体による地域活性化の活動の認知度向上、ＪＲ名松線全線復旧の 

ＰＲを強化していくために、県津庁舎内各事務所に向けての積極的参加の呼びかけや 

広報物の回覧、ロビーでのパンフレットやポスター掲示などにより、広報支援を行い 

ました。 

さらに、県の職員力向上活動の取組として「50年後の美杉を夢見るワークショップ」 

を津市の協力のもと実施しました（平成 27(2015)年 11月、平成 28(2016)年 1月 計 

２回）。地域住民だけでなく地域外からも参加を得て、美杉地域の魅力発見やその魅力 

を活かした活性化の取組についてさまざまな意見が交換される場となり、その場で提 

案のあった取組の実践に向けて、引き続き検討していくことを参加者の皆さんで確認 

することができました。 

 

 
 
 
 
 
 
 

      （セラピーロード清掃ウォーク）        （空き家見学会） 

 

 

 

 

 

 

 

（美杉なあなあまつり）         （ワークショップ）           





（４）開催実績 
第１回 平成27年９月29日  津地域の魅力発信に係る連携について 

第２回 平成28年３月23日  同上 

 

（５）検討状況 

平成 27(2015)年度に実施する、ＪＲ名松線復旧記念ウォークを中心とした事業運営 

における県と市との連携や、歴史・自然を活かした津地域の観光の取組状況や課題に 

ついて意見交換を行いました。 

また、市域を越えた隣接地域からの新たな集客・交流に向けて先進的に取り組んで 

いる地域の事例について研究しました。 

これらの意見交換、事例研究をふまえて、来年度以降の地域資源を活用した観光振興

などについて情報交換をしました。 
 

（６）取組成果 

ボランティアガイド団体である津市観光ボランティアガイド・ネットワーク協議会 

が主体となって、まちづくり団体と連携して実施した「ＪＲ名松線復旧記念ウォーク 

～奇跡の名松線 各駅停車ええとこめぐり～」については、県と市が連携し、企画・ 

運営への助言、広報支援を行いました。当該ウォーク事業は、平成 27(2015)年 10月か 

ら平成 28(2016)年３月にかけて、ＪＲ名松線沿線の津市内の一志町、白山町、美杉町 

の名所旧跡と名松線を利用しながら歩いて楽しむ合計 10回の事業で、のべ 802人参加 

するとともに、新聞やテレビなどのメディアにも取り上げられるなど好評のうちに終了 

することができました。この事業を通じて、ＪＲ名松線全線復旧のＰＲと沿線の歴史や 

自然の魅力を効果的に発信できたことに加え、これらの地域資源の魅力を活かした新 

たな観光コースを発掘することができました。 

また、ＪＲ名松線沿線を魅力ある地域として発信するため、ポスターやチラシ、沿 

線の観光パンフレットをまとめた展示コーナーを県津庁舎ロビーに設けました。 

さらに、市域を越えた隣接地域からの新たな集客・交流に向けて、伊賀市において取

り組んでいる着地型観光「いがぶら」による地域づくりや、インバウンド誘客並びに京

都府や周辺自治体との連携により広域観光に取り組んでいる京都府舞鶴市の事例につ

いて研究し、地域資源を活かした観光による地域づくりの仕組みや地域への波及効果に

ついて、今後の施策の参考にすることができました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
              （ＪＲ名松線復旧記念ウォークの様子）          

 

 

 





（４）開催実績 
    第１回 平成27年５月13日 松阪地域定住自立圏共生ビジョン懇談会について等 

    第２回     ７月７日 松阪地域定住自立圏共生ビジョンについて 

    第３回 平成28年１月28日 松阪地域定住自立圏記念シンポジウムについて 

 

（５）検討状況 

   「松阪地域定住自立圏共生ビジョン」の策定スケジュールや内容について、検討、

協議を行いました。 
また、定住自立圏構想の円滑な推進をはかり、共生ビジョンを速やかに策定するため

の組織や手続き、具体的には、４市町長を構成員とする「松阪地域定住自立圏推進協議

会」の設置、「松阪地域定住自立圏共生ビジョン」懇談会の設置、「松阪地域定住自立

圏共生ビジョン」案に対するパブリックコメントの募集、記念シンポジウムの開催につ

いて、協議、検討を行いました。 
 
（６）取組成果 

   「松阪地域定住自立圏共生ビジョン」懇談会（４回）における委員からの意見や、

パブリックコメントにおける意見等をふまえた「松阪地域定住自立圏共生ビジョン（最

終案）」の内容が、平成 27(2015)年 10 月 26 日に開催された「松阪地域定住自立圏推

進協議会」において確認されました。 

これらの経緯を経て、平成 27(2015）年 10月 29日、「松阪地域定住自立圏共生ビジョ

ン（以下「共生ビジョン」という。）」が策定され、今後、圏域がめざす将来像の実現

に向けて、17連携項目、22事業の具体的取組を進めていくことになりました。 

また、平成 28(2016)年３月５日には、「松阪地域定住自立圏記念シンポジウム」が、

松阪市長をはじめ３町長（明和町は副町長）出席のもと開催され、松阪市を中心に、３

町が連携して定住を促進するための施策に取り組んでいくことが、改めて表明されまし

た。 

 

    

 （平成 27 年度第 1回松阪地域定住自立圏推進協議会）   （松阪地域定住自立圏記念シンポジウム） 

 

（７）今後の方針 

「共生ビジョン」は、平成 27(2015)年度から平成 31(2019)年度までの計画ですが、

毎年所要の見直しを行うことから、次年度以降も検討会議を継続して、支援してまいり

ます。 

 

（８）取組に対する自己評価 

   目標に対する取組成果が十分発揮されました。 





（５）検討状況 

  【災害医療部門】 

   医療関係機関、防災関係機関、市町等を構成員とする松阪地域災害医療対策協議会

を開催（３回）し、災害医療情報の共有や情報伝達訓練の実施などについて検討を行

いました。 

   また、災害発生時の速やかな災害医療対策実施体制の構築に向けて、松阪地域の災

害医療関係機関の情報共有、連携強化をはかるため、衛星携帯電話を利用した情報伝

達訓練を実施し、結果について検証を行いました。 

 

           
               （松阪地域災害医療対策協議会情報伝達訓練） 

                    

 

  【救援物資・被災者支援部門】 

   管内各市町および伊勢志摩広域防災拠点の災害備蓄品の保有状況について、整理、

情報共有を行いました。 

   また、「共生ビジョン」における連携項目の１つとして、防災について４市町が取り

組むこととされたことから、市町の範囲を越える広域避難にかかる情報共有、連携の

必要性について検討を行いました。 
 
（６）取組成果 

  【災害医療部門】 

   関係機関が合同で、ＥＭＩＳ（広域災害救急医療情報システム）を使用した情報伝

達訓練等を行い、訓練後には、入力者の熟度にばらつきがあるため、入力訓練を実施

する必要性や、入力データを院内で共有できなかったなどの課題や訓練方法等につい

て意見交換が行われました。この訓練や意見交換を通じて、ＥＭＩＳの操作に習熟す

ることができ、災害時の医療情報の収集や共有に関して、理解を深めるとともに、関

係機関の連携をより一層高めることができました。 

 
  【救援物資・被災者支援部門】 

   管内各市町、伊勢志摩広域防災拠点の災害備蓄品の数量情報の整理および情報共有

がはかられ、次年度以降の各市町の備蓄品の配備計画の参考とすることができました。 

   平成 28(2016）年 2月には、災害時における物資の受入、払出に係る研修会を実施し、







（３）現状および課題 

   伊賀地域には、豊かな自然や歴史的、文化的な地域資源、観光資源が数多くありま

す。また、地域のさまざまな資源を活かした市民の活動も盛んに行われています。 
   一方で、観光のニーズは、施設型観光から体験、交流を目的とした着地型観光に変

化しつつあります。 
   そこで、地域の魅力を活かして、誘客を拡大していくため、各地域における地域資

源の魅力向上や市民の活動を活かした新たな地域資源の開拓、新たな魅力創出の取組

が求められています。 
 
（４）開催実績 
    第１回  平成27年８月４日  現在の取組状況の把握と情報共有、今年度の取組について 

    第２回  平成28年３月28日  今年度の取組状況について、来年度の取組について 

 

（５）検討状況 

伊賀市、名張市における、市内各地域の魅力を活かした誘客拡大に向けての現在の取

組状況について把握し、情報共有を行い、取組を効果的に進めるための県と両市の連携

について検討しました。 
伊賀市においては、平成 26(2014)年度から取り組んでいる着地型観光事業伊賀ぶら

り体験博覧会「いがぶら」について、県と市が連携可能な取組について検討しました。

また事業実施後には、各体験プログラムを実施したパートナーを含めたステップアップ

検証会に参加し、平成 28(2016)年度実施に向けた事業の課題や改善点について検証し

ました。 
名張市においては、エコツーリズムの推進に向けて検討を行いました。平成 26(2014)

年度の検討をふまえ、具体的な展開のための検討を行いました。 
 

（６）取組成果 

検討会議において、両市の地域活性化の取組について情報共有をはかる機会を設ける

ことにより、地域活性化に向けた県と両市の効果的な連携の協議がより深まりました。 
伊賀市の「いがぶら」については、広報の支援（伊賀庁舎内各事務所および伊賀管内

の県関係機関への公式ガイドブックの配布）や体験プログラムへの積極的な参加を呼び

掛けることで、事業の知名度の向上や地域の活性化につながる取組を市と連携して行う

ことができました。 
特に平成 27(2015)年度は、伊賀管内からの集客をはかることを目的に、伊賀管内の

県関係機関への公式ガイドブックの配布数を増やし、「いがぶら」のＰＲを支援しまし

た。（参加者総数 1,476人） 
また、事業終了後のステップアップ検証会では、平成 27(2015)年度の実施結果やプ

ログラムを実施したパートナーによる事例発表等を通して、平成 28(2016)年度実施に

向け、プログラム数や広報範囲等の課題について検証することができました。 
名張市のエコツーリズムの推進については、平成 26(2014)年度の検討をふまえ、三

重県地域づくり支援補助金の活用によるエコツアーコースを掲載したマップの作成等、

具体的な展開のための取組を支援し、今後のエコツーリズム推進の取組につなげること

ができました。 
 

（７）今後の方針 

平成 27(2015)年度の取組の成果をふまえて、平成 28(2016)年度も、県と両市がそれ

ぞれ地域の魅力を活かした地域活性化に向けて、取組についての情報共有をはかってい







連ねています。 
また、今年度は市町において地方版人口ビジョンと総合戦略を策定する必要もあり、

市町にとって、人口急減対策が喫緊の課題となっています。 
 

（４）開催実績 
第１回 平成27年５月28日 「人口減少と地方創生」 

第２回     ８月27日 「伊勢志摩地域の人口急減対策を考える」（地域活性化セミナー） 

             

（５）検討状況 

  ①第１回検討会議：「人口減少と地方創生」 
    平成 27(2015)年度から始まった国の「地方創生人材支援制度」により全国に派遣

されている 69名の派遣者のうち、三重県に派遣されている志摩市企画部の加藤参事

（環境省より派遣）と南伊勢町の松田まちづくり政策監（三重大学より派遣）を講

師に招き、志摩市と南伊勢町の人口の現状や将来予測、地方創生の意味や今後の進

め方等についてご講演いただきました。 
    また、志摩市、南伊勢町以外の管内市町の地方創生の取組状況等についても情報

を共有し、講師を交えて意見交換をしました。     
  ②第２回検討会議：「伊勢志摩地域の人口急減対策を考える」 
    伊勢志摩地域における人口急減問題に対する今後の施策を適切に実施していける

よう、地域活性化セミナーを開催（参加者数：約 110人）。第１回検討会議の講師で

ある志摩市の加藤参事と南伊勢町の松田まちづくり政策監に加え、三重県子ども・

家庭局栗原次長と地域連携部市町行財政課西村課長を講師に招き、少子化の現状や

国・県の少子化対策、県や市町の地方創生の取組、総合戦略の策定状況等について

ご講演いただきました。 
講演の後には講師４人によるパネルディスカッションを行い、伊勢志摩地域の潜

在能力や広域連携等についてさまざまな意見が出されました。また、会場の参加者

からも、住民が真剣になり、行政に頼りすぎない意識を持つことが大事など多くの

意見や感想が出されました。 

   
              （第２回検討会議の様子） 
 
（６）取組成果 

市町が抱えている「人口減少」や「少子化」等の課題について、現在置かれている状 
況や、国、県の施策や取組等についての情報を得ることができました。 
平成 27(2015)年度、市町は地方版人口ビジョンや総合戦略を策定する必要があり、

他市町の取組状況等を情報共有することができ、策定を進めていくうえでの一助となり







また、東日本大震災により大きな被害の発生した東北地方沿岸部と同様に、海抜が

低い沿岸部に人口が集中しており、高齢者の方も多く居住していることから、災害発生

時の避難経路、避難場所等の課題が山積しています。こうした中、行政としては、まず

住民が「避難を判断」するための情報を確実に得られる手段を確保する必要があります。 
しかし、行政による防災対策だけでは限界があるため、住民が主体となった防災対

策についてもその必要性が重要視されており、各地区においては地域住民による避難路

整備等が多数実施されるなど、住民が主体となって、「避難」のためのインフラ整備が

行われてきました。 
一方で、大規模災害時には長期化が予想される避難所生活におけるルールづくりな

ど、「避難後」の対策についても住民が主体となった取組が求められています。 
今後こうした避難にかかる一連の流れを途切れなく構築し、住民主体の避難行動を

さらに進めるための体制づくりとして、住民への情報提供方法の検討や避難所運営マ

ニュアルの策定などを行っていく必要があります。 
 
（４）開催実績 

第１回 平成27年８月24日 今年度の取組内容について 

第２回 平成28年３月２日 取組結果及び来年度のテーマについて 

 

（５）検討状況 

  ①第１回検討会議 
 各市町で行う避難訓練や避難所運営の取組について情報共有及び意見交換を行い

ました。 
 また、住民主体の避難行動をさらに進めるための体制づくりとして、県の地域減

災力強化推進補助金を活用した取組についても情報共有を行いました。 
②第２回検討会議 

 各市町の今年度の取組結果について、情報共有および意見交換を行いました。 
 また、来年度の取組および三重県地域づくり支援補助金を活用した取組について

も検討しました。 
 
（６）取組成果 

   昨年度は、熊野市新鹿地区で開催された避難所運営ワークショップを視察し、避難 

所運営マニュアルについて学びました。今年度は、尾鷲市では、早田地区等でのＨＵＧ 

（避難所運営ゲーム）の勉強会・訓練を実施し、今後もこのような取組を続けていくこ 

とでマニュアル作りへとつなげていくことを確認しました。紀北町では、昨年度の視察 

も参考に、避難所運営マニュアルを３月に策定しました。 

   また、住民主体の避難行動をさらに進めるための体制づくりとして、尾鷲市におけ 

る、より安全な方向へと避難誘導をはかるために、ハザードマップの標高ラインに沿っ 

て小学生が道路にラインを引き、まちをハザードマップ化させる取組、紀北町における 

津波ハザードマップの作製の取組、各市町が行う避難訓練等の情報共有を行うことで、 

互いの施策の参考にすることができました。 

 

（７）今後の方針 

   次年度以降についても、住民主体の避難行動をより円滑に進めていくために、訓練 

の実施や、さまざまな災害からの避難行動を支援するための取組および情報提供の方法 

等について検討を進めていきます。 

 







難となり、孤立が懸念されていることから、地域自らの防災活動がより重要となって 
います。 
そのため、防災についての意識が高い多様な防災リーダーの育成に努めるとともに、 

ネットワークをつくり、連携して活動できるようにすることで、地域防災力を向上さ 
せていく必要があります。 

 
（４）開催実績 
    第１回   平成27年10月27日 平成27(2015)年度の検討会議の進め方について 

    第２回       12月３日 研修会の内容について 

    第３回   平成28年３月６日 「地域の防災リーダー研修会」 

    第４回       ３月９日 研修会の総括について 

 

（５）検討状況 

①第１回検討会議 

昨年度に引き続き、多様な地域の防災リーダーの育成およびネットワークを構築す

るための研修会・交流会を実施するという今年度の取組方針を確認しました。 

研修を実施するにあたって、昨年度の反省点や各市町の自主防災組織に関する取組

および研修予定時期について確認を行いました。 

  ②第２回検討会議 

前回の検討会議をふまえ、研修会の具体的な日程および実施内容について各市町と

協議を行いました。 
③第３回検討会議（「地域の防災リーダー研修会」） 

  平成 28(2016)年３月６日（日）に、紀宝町役場の大会議室において「地域の防災リー 

ダー研修会」を実施し、自主防災組織関係者、消防団、みえ防災コーディネーター、

市町の防災担当職員など 47名が参加しました。 

  研修会では、Ｂｌｏｇ防災・危機トレーニングの日野宗門主宰を迎え、「災害発生

時における自助・共助・公助－災害映像・資料からそれぞれの責務と役割を考える－」

というテーマで、東日本大震災および阪神・淡路大震災の映像や資料に基づき、災害・

防災に関する正しい知識などについて、ご講演をいただきました。 

  その後、松阪市朝見まちづくり協議会の田所桂防災部会長を迎え、先進地事例とし

て自主防災組織と各種団体との連携等の取組について発表していただきました。 

  最後に、熊野市消防本部の方々による実技訓練として、応急救護およびロープワー

クを実践しながら学んでもらいました。 

 

        
 （地域の防災リーダー研修会） 



 

④第４回検討会議 

地域の防災リーダー研修会の時に参加者に対して行ったアンケート結果を報告し

ました。回答のあったほとんどの方が「有意義な研修だった」、「今後も参加したい」

と回答し、研修会の継続を望む結果となりました。 

  他方で「意見交換の場がなかった」、「実技訓練の時間をもう少し長くしてほしい」

などの意見もありました。 

また、市町の担当者からは、「地震対策だけでなく、風水害（土砂災害）対策のテー

マも取り入れてほしい」、「内容をもう少し絞り込み、余裕を持って受講できる方がよ

い」、「もっと交流や連携の場があったほうが望ましい」などの意見が挙げられました。 

そして、今後も、多様な防災リーダーたちが参加して、他の地域のリーダーと交流

する機会を提供してネットワークづくりを進めるとともに、地域住民、行政職員等多

様な主体の災害対応力の向上に資する研修を継続して実施していくことを確認しま

した。 

 

（６）取組成果 

市町が所管する自主防災組織のリーダーや、県が養成したみえ防災コーディネーター

など、枠組みを超えた人たちが一堂に会し、熱心に研修に取り組んでいただき、互いに

交流する機会とすることができました。また、研修会を通じて、防災に関する知識や応

急救護等の技術の向上をはかったり、先進地における自主防災組織の取組を聞き、今後

の活動の参考にしていただくなど、有意義な時間を過ごしていただきました。 

 

（７）今後の方針 

本検討会議は、平成 22（2010）年度から実施しており、今年度で 6年度目になります。 

自主防災組織など地域住民を主体とした「防災に関する人材」の育成、将来の地域の

担い手である子どもに対する次世代育成など、年度ごとに焦点を絞りながら県と市町が

連携して取り組んできました。 

今年度は昨年度に引き続き、多様な地域の防災リーダーの育成およびネットワークを

構築するための研修会を実施しました。今後は、研修内容をあまり詰め込み過ぎず、実

技訓練の時間を長くとるなど、時間配分について検討していきます。また、風水害対策

についてもテーマに取り入れ、参加者同士がもっと交流できるよう工夫しながら、継続

して地域の防災リーダーたちのネットワークづくりに取り組むとともに、地域住民、行

政職員等多様な主体の災害対応力の向上に努めていきます。 

 

（８）取組に対する自己評価 

目標に対する取組成果がおおむね達成されました。 
（判断理由等） 

研修会のアンケート結果から、防災に対する意識が一層高まり、知識の向上をはかることがで

きた有意義な研修であったことが評価でき、地域の防災力の向上を一歩進めることができました。 

 

 

紀南② 熊野地域における移住交流促進について 

（１） 取組目標 

  【平成 27(2015)年度目標】 

    移住者の受け入れを進めるため、首都圏における移住相談の状況や、県内外の近





④第４回検討会議 
移住相談アドバイザーとの意見交換の中で、「学校や病院、スーパー等の暮らしに関

わる情報が記載されたマップがあると、相談者が移住先での生活をイメージしやすい」

との助言をふまえ、移住交流にかかるチラシの作成について検討し、取り組むこととし

ました。 
  ⑤第５回検討会議 

地域おこし協力隊を活用し、移住交流の取組を進める和歌山県新宮市熊野川町におい

て、移住業務担当の市職員と協力隊にヒアリングを行い、協力隊の募集方法や活動状況

について調査しました。 
⑥第６回検討会議 

移住交流にかかるチラシの内容について、検討を進めるとともに、今年度の検討会議

の取組を総括し、来年度の取組について検討を行いました。 
 

          
        （移住相談会視察）        （移住相談アドバイザーとの意見交換会） 
 
（６）取組成果 

   御浜町と紀宝町では、移住相談会に参加したことによって、ブースでの相談者への

対応方法等を学ぶことができました。相談者からはさまざまな質問がなされるため、

仕事や学校、地域の産業、食、地域性等の幅広い情報が求められること、また、生活

圏となる近隣市町の情報についても把握しておかなければならないことに気づくこと

ができ、今後、移住相談会にブースを出展し、相談に対応していくためのノウハウを

蓄積することができました。 

   移住相談アドバイザーとの意見交換会では、相談者や相談内容の現状について理解

が深まるとともに、相談者が移住先の地域での日常生活をイメージすることができる

よう、学校や職場、スーパーまでの距離や所要時間、どのような暮らしになるのかが

想像できる資料があるとよいことが分かりました。 

   これを受けて、移住交流にかかるチラシの作成に取り組むこととなり、検討を進め

ています。 

   また、和歌山県新宮市熊野川町へのヒアリングでは、協力隊の募集については、複

数のテーマの中から興味のある活動を選びプレゼンを行ってもらうこととし、間口を

広くしていること、また、協力隊は、宅地建物取引士の資格を取得するとともに、空

き家の情報をまとめたウェブサイトを作成し、空き家の利活用対策に取り組んでいる

こと等を聞き取り、今後の協力隊の活用について見識を広めることができました。 

  さらに、各市町における、空き家バンク制度や田舎暮らし体験ツアーの取組状況等に

ついて情報共有を行うことで、課題認識の共有や連携を深めることができました。 

 

 



（７）今後の方針 

引き続き平成 28(2016)年度も移住交流の促進に取り組み、県と市町の担当者がそれ

ぞれの取組内容や進捗状況について情報共有を行うとともに、移住交流にかかるチラシ

の作成に取り組んでいきます。 

 

（８）取組に対する自己評価 

  目標に対する取組成果がおおむね発揮されました。 
（判断理由等） 

    各市町における移住交流の取組が進展しました。また、検討を行う中で、各市町の課題認識

の共有や連携を深めることができました。 

 


